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部内マネジメント責任者

《総務部　平成３０年度予算見積方針　》　

部長 岸本宗之

【見　積】平成３０年度　当初予算額（一般会計）

所　　属
予算額（千円）

平成３０年度予算の特徴歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

予算見積にあたっての基本的な考え方および重点事項
【施策全体の方向性、基本的な考え方】

　総務部は、市役所内の内部管理業務と税務関係（賦課・徴収）業務を行っており、「市民にわかりやすく適切な行財政マネジメントの推進」と「第3次草津
市行政システム改革推進計画」アクション・プランの着実な推進を図ります。
◆草津市公共施設等総合管理計画の一環としてファシリティマネジメントの手法を取り入れた公共施設管理を進めます。
◆公共工事や物品等の適正な入札および契約を行い、公正で透明性の高い行政運営を進めます。
◆健全な財政の堅持とその根拠となる自主財源である市税の適正な賦課・徴収および適正な債権管理を徹底します。

【重点事項】

◆公共施設の長寿命化と保全費等の縮減や平準化を図るため、公共施設の計画的な修繕や改修を進めます。
◆建設工事における入札事務の透明性・公正性・競争性の向上を図り、発注者受注者双方のコストを削減するため、電子入札システムの利用継続をします。
◆歳入の根幹を成す市税および国民健康保険税の適正な賦課に努めるとともに、滞納整理の早期着手・早期処分を進め、税の公平性の確保や納税意欲の
高揚と収納率の向上を目指します。

【健幸都市づくりの推進に向けた考え方、主な事業】

総務課 479,322 398,244 ○地方公会計制度の適正な運用を行います。
○検査員の資質向上を図り公共工事における成果物のより適正な品質確保を目指しま
す。
○より一層、市税の適正な賦課に努めます。
○市税徴収のより一層の強化を図ります。

財政課 4,975,716 4,819,113

契約検査課 6,100 6,100

税務課 131,501 78,086

納税課 501,414 463,529

合　　計 6,094,053 5,765,072

【前年度】平成２９年度　当初予算額（一般会計）

所　　属
予算額（千円）

歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

総務課 406,889 378,795

財政課 4,770,408 4,596,290

契約検査課 6,196 6,196

税務課 143,455 89,460

納税課 156,168 120,000

合　　計 5,483,116 5,190,741

【増　減】　（【見　積】－【前年度】）

所　　属
予算額（千円）

予算額の主な増減理由歳出総額
（職員費を除く） 一般財源

税務課 ▲ 11,954 ▲ 11,374

納税課 345,246 343,529

総務課 72,433 19,449

財政課 205,308 222,823

契約検査課 ▲ 96 ▲ 96

合　　計 610,937 574,331

0 0

0 0

総務課　　：知事選挙執行費、滋賀県議会議員選挙執行費の見積に伴う増加
財政課　　：新規借入に伴う市債の償還元金・利子の増加
契約検査課：電子入札コアシステム費用負担金減少による経費減
　　　　　　コピー機使用料の契約業者変更に伴う経費減
　　　　　　派遣業務委託料の単価上昇に伴う増額
納税課　　：法人における予定申告額の還付の増加
　　　　　　課税修正に伴う過年度還付の増加
税務課　　：平成30基準年度固定資産税台帳整備業務の減
　　　　　：平成33基準年度固定資産税台帳整備業務の増加



主要な事業（新規・拡大・重点事業等）　（一般会計および特別会計）

事業名 事業費（千円） 事業概要
一般財源

契約審査等事務費
（契約審査等事務費）

6,100 6,100
建設工事における入札事務の透明性・公平性・競争性の向上と今後見込まれる入札制
度の複雑化や業務量の増大に対応するため、電子入札システムの利用継続を図りま
す。

A－B
▲は枠超過

総務課 167,145 165,036 2,109 0

枠配分額（当該経費に係る予算見積上限額）に対する見積状況

所　　属
一般行政経費（千円） 扶助費（千円）

枠配分額を超過した場合、その理由
A　枠配分額 B　見積額

A－B
▲は枠超過

A　枠配分額 B　見積額

3,584 0 0

税務課 23,482 36,567 ▲ 13,085

契約検査課 3,584

0

0

0 0

0

0

マネジメントの視点による財源配分、事務事業の見直し等の考え方について
（契約検査課）：電子入札制度等については、継続が必要な事業であることから、見直しを行えない。

合　　計 207,146 218,122 ▲ 10,976 0 0

・「平成33基準年度固定資産税台帳整備
業務」および「固定資産税調査および技
術支援業務」に伴う増加
・「地方税共通納税システム導入に伴う
基幹システム改修業務」に伴う増加

財政課 12,935 12,935 0 0

納税課 0 0 0 0


